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第２次門真市特定事業主行動計画（第１期） 

 

平成27年８月 

 

                  門真市長 

                  門真市水道事業管理者 

                  門真市教育委員会 

                  門真市選挙管理委員会 

                  門真市固定資産評価審査委員会委員長 

                  門真市代表監査委員 

                  門真市公平委員会 

                  門真市農業委員会 

門真市議会議長 

 

 

＜はじめに＞ 

平成15年７月に10年間の時限立法として「次世代育成支援対策推進法」が成立し、次

代の社会を担う子どもたちが健やかに生まれ、育てられる環境の整備に、国、地方公共団

体、事業主など、様々な主体が社会を挙げて取り組むこととなりました。これを受け、本市で

は、「門真市特定事業主行動計画」を平成17年度に策定、平成23年度に改訂を行い、子

育てのしやすい職場環境の整備等を進めるため、各種取組を実施してきたところです。 

しかしながら、我が国における少子化の流れは依然として変わらず、次世代育成支援対

策の取組を更に充実していく必要があるとの認識から、国ではこの度、「次世代育成支援対

策推進法」の有効期間を10年間延長して、平成36年度まで引き続き次世代育成支援対

策を推進していくこととなりました。門真市でも、これまでの「門真市特定事業主行動計画

（第２期）」における取組を振り返り、また、「行動計画策定指針」（厚生労働省告示）の内容

を踏まえ、職員一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとと

もに、家庭や地域生活などにおいても、青年期、子育て期、中高年期といった人生の各段

階に応じて多様な生き方が選択できる「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」の実

現のために、平成27年度から始まる「第２次門真市特定事業主行動計画」を策定し、全職

員が一体となって取り組んでいきます。 

 

※特定事業主：国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれらの職員で政令で定めるもの 
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１．計画期間 

 

平成27年度から平成36年度までの10年間を「第２次門真市特定事業主行動計画」に

位置付け、平成31年度までの５年間を第１期の計画期間とします。なお、本計画は、必要に

応じ見直すこととします。 

  

 

２．計画の推進について 

 

人事関係部課は、この計画を推進するため、以下のことを実施します。 

 

（１）特定事業主行動計画策定等検討委員会の設置 

次世代育成支援対策を効果的に推進するため、人事課長をはじめとする各部局の課

長等で構成する特定事業主行動計画策定等検討委員会を引き続き設置します。   

委員会では、行動計画の定期的な進捗状況の把握に努め、対策の実施や計画の見

直し等を図っていく等、「第２次門真市特定事業主行動計画」において中心的な役割を

果たしていきます。 

 

（２）相談窓口や相談担当員の設置 

この計画を着実に推進するため、総務部人事課内に相談窓口を設置し、相談担当員 

を配置します。相談窓口では仕事と子育ての両立等についての相談や情報提供を行いま 

す。ささいなことでも遠慮せず、気軽に相談してください。 

 

（３）職員の研修、情報提供の実施 

この計画や次世代育成支援対策の内容を周知するため、人事課が中心となり研修を

実施します。また、研修等の機会に座談会やアンケートを実施する等、職員からの意見聴

取を行い、ワーク・ライフ・バランスの推進のため、制度の見直しを図ります。 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 総論 
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３．対象職員の範囲 

 

この計画は、門真市に勤務する一般職の職員（再任用職員、任期付職員、非常勤嘱託

職員・臨時的任用職員を含む。）を対象としています。 

職員の子どもたちの健やかな誕生と育成のためには、「いつ」、「誰が」、「何を」するかいう 

ことを明確にしておく必要があります。 

計画では、取組を実施する者を以下のように区分して、それぞれの役割を明確にします。

職員全員がそれぞれの役割を理解し、行動することによって、この計画を実効性のあるもの

としていきましょう。 

  

区 分 該当職員 

人事関係部課 
総務部人事課、学校教育部教育総務課、上下水道局水道

総務課、議会事務局、その他行政委員会等の事務局 

管理監督職員 
所属における所属長をはじめとする、職員の管理をする立場

の職員 

周囲の職員 
これから父親・母親となる職員や子育て中の職員が在籍する

職場の職員 

全職員 全職員 

※なお、府費負担教職員については、大阪府教育委員会が策定する特定事業主行動計画の例に 

倣って、次世代育成支援対策を実施することとします。 
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１．制度の周知について 

出産・育児に係る休暇制度や給付制度をまとめた「職員の子育て支援ガイドブック～子育

てにやさしい職場をみんなでつくろう～（以下「ガイドブック」という。）」を作成し、管理職や出

産予定者に配布するとともに、職員報等を通じ休暇制度等の紹介を行いました。 

 

２．子育てがしやすい職場環境づくりに向けた研修の実施 

子育てがしやすい職場環境づくりに向け、あらゆる側面から子育てについて考える機会を

提供するため、研修の対象を“子育て世代の職員”、“女性職員”、“男性職員”、“管理監

督職員”等様々な切り口で設定し、研修を実施しました。 

 

◇◆研修の受講者数◆◇ 

年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 合計 

受講者数 23名 78名 81名 90名 272名 

※人権研修としてワーク・ライフ・バランスをテーマに行った研修を含む。 

 

３． 育児休業等をしやすい環境の整備 

職員が産前産後休暇及び育児休業を取得する場合、その請求期間に応じ、臨時的任用

職員を採用し、代替要員の確保を行いました。また、男性の育児休業取得者の体験談を職

員報等で紹介する等、制度の利用促進のための啓発を行いました。 

 

◇◆育児休業の取得状況◆◇ 

  

４．ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組 

①定時退庁の推進 

 毎週水曜日の「ノー残業デー」には、定時退庁を促すメッセージのパソコン掲載や出退勤

システム機器へのポスター掲示等、徹底のための取組を実施しました。また、夏季のライトダ

ウンキャンペーン期間中（夏至～七夕）には、職員報等を通じ、定時退庁を促す取組を行い

ました。 

 

年度 
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

男 女 男 女 男 女 男 女 

取得率 ０％ 100％ ０％ 94％ ０％ 100％ ９％ 100％ 

Ⅱ 門真市特定事業主行動計画（第２期）の取組内容 

 （平成 23 年度～平成 26 年度） 
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②時間外勤務の縮減 

全職員を対象に長時間労働対策研修を実施し、長時間労働が身体に与える影響などに

ついて周知するとともに、退庁を促すチャイムの導入や超過勤務時間管理表の活用及び超

過勤務の執行計画に基づいた所属長ヒアリングの実施、事前命令の徹底と不定期での事

前命令調査を実施しました。時間外勤務は、緊急かつやむを得ない場合のみ行うよう、制

度の見直し等を行うとともに、時間外勤務時間が多い職員を対象に産業医との面談を実施

し、職員の健康管理に努めました。 

 

③年次有給休暇の取得促進 

心身のリフレッシュを図るため、職員報等を通じ年次有給休暇の積極的な取得を呼びか

けました。 

  

◇◆年次有給休暇の平均取得日数◆◇ 

年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

平均取得日数 11.8日 11.8日 10.7日 11.4日 
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１ 出産や子育てがしやすい職場環境づくり 

《《働働ききななががらら子子育育ててをを担担ううののはは本本人人のの努努力力だだけけででななくく、、職職場場のの理理解解やや支支援援がが必必要要でですす。。性性

別別にに関関係係ななくく子子育育ててとと仕仕事事のの両両立立をを目目指指すす職職員員がが、、存存分分にに能能力力をを発発揮揮ででききるるよようう、、全全職職員員

がが職職場場環環境境のの整整備備にに取取りり組組みみまますす。。》》  

  

⑴ 出産・子育てを支援する制度の周知 

 

◆出産や子育てがしやすい職場環境づくりには、制度を知ることが第一歩です。全職員がガ

イドブックを読んで、職場で妊娠している職員や子どもを育てている職員が、育児休業や特

別休暇などの制度を利用しやすい雰囲気を職場全体でつくりましょう。 

 

  

①全職員 

 ガイドブックを読んで、育児休業、部分休業、特別休暇等の制度を理解し、これらの制度を

利用しやすい雰囲気を職場全体でつくっていきましょう。 

②人事関係部課 

ガイドブックにおいて、職員が必要とする情報が提供できるよう見直しを行います。また、ガ

イドブックを管理監督職への昇格時に配布・説明するとともに、管理監督職員から出産予定

の職員及び妻が出産予定の職員に配布するよう依頼し、制度の周知を図ります。 

なお、いつでも閲覧できるようにガイドブックは公開用フォルダに掲示（閲覧できない職場

については、各職場に備え付け）し、制度が変更された場合には速やかに全職員にお知らせ

することとします。 

③管理監督職員 

出産予定の職員及び妻が出産予定の職員に面談を実施し、ガイドブックを配布するととも

に、制度の周知及び取得しやすい環境づくりを行いましょう。 

 

 

〈計画期間における取組予定〉 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

     

Ⅲ 第２次門真市特定事業主行動計画（第１期） における具体的な取組内容 

ガイドブックの見直し・各種制度の周知 
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⑵ 妊娠中及び出産後における配慮 

  

◆妊娠中の女性は、身体も心も大きく変化します。人によっては、体調が思わしくなかった

り、大きな不安を持つこともあります。母親になる職員が安心して出産を迎えることができる

よう、職場全体で温かく見守っていきましょう。 

 

 

①人事関係部課 

 「産休・育休復帰支援面談シート（仮）【女性用】（以下「面談シート【女性用】」という。）」

及び復帰支援のための面談制度を導入し、産休や育休を取得する職員や育児休業から復

帰した職員をその職員が所属する部署が支援していくための体制を整備します。 

②母親となる職員 

妊娠がわかったら、速やかに上司や同僚に申し出ましょう。母体保護、育児休業、休暇な

どの諸制度の活用のためにも、人事上の配慮のためにも必要です。「面談シート【女性用】」

を作成し、管理監督職員との面談を行い、今後の働き方等について話し合いましょう。不安

があれば、相談窓口の相談担当員にご連絡ください。 

③管理監督職員 

職員から妊娠している旨の報告を受けた場合は、速やかにその職員へ「面談シート【女性

用】」の提出を求め、面談を実施します。その際、職員の希望や健康状態等についての聞き

取りを行い、必要に応じ、業務分担の見直しを行いましょう。 

※面談にあたっては、制度等についての確認を行うため、ガイドブックを確認することが有効です。 

また、その職員へは、必ずガイドブックを配布してください。 

④周囲の職員 

母体保護及び母体健康管理の観点から設けられている特別休暇等の制度について確認

し、妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、業務分担の見直しを行いましょう。ガイドブックの

チェックリストを利用し、職場での配慮を確認することが有効です。 

 

 

 〈計画期間における取組予定〉 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

 

 

 

 

 

 

    

面談の実施 

制度構築・ 

ガイド改訂等 
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⑶ 男性の子育て目的の休暇等の取得促進 

 

◆父親が積極的に育児に参加し、親としての責任を果たしていくことは、子どもの成長に欠か

せません。また、男性職員の家庭生活（家事・育児・介護等）への参画促進は、男性だけ

でなく、女性のワーク・ライフ・バランス推進の観点からも重要です。男性職員の家庭生活

への参画の必要性について、管理監督職も含め職員全体が理解を深め、出産補助休暇

や有給休暇を気兼ねなく取得できるよう、職場全体でサポートしましょう。 

 

①人事関係部課 

○ 「仕事と子育ての両立」について啓発を行い、仕事優先の環境や固定的な性別役割分

担意識の是正を進めていきます。 

○  「男性職員の育児参画プラン（仮）（以下「育児参画プラン」という。）」及び育児参画の

ための面談制度を導入し、妻が妊娠出産した男性職員の仕事と育児の両立を支援して

いくための体制を整備します。 

②父親となる職員 

父親になること（妻の出産予定日）がわかったら、速やかに上司や同僚に申し出ましょう。

休暇などの諸制度の活用のためにも、「育児参画プラン」を作成し、管理監督職員との面談

を行い、今後の休暇や育児休業等について話し合いましょう。不安があれば、相談窓口の相

談担当員にご連絡ください。 

③管理監督職員 

職員から妻が妊娠している旨の報告を受けた場合は、速やかにその職員へ「育児参画プ

ラン」の提出を求め、面談を実施します。その際、職員の希望についての聞き取りを行い、必

要に応じ、業務分担の見直しを行いましょう。 

※面談にあたっては、制度等についての確認を行うため、ガイドブックを確認することが有効です。 

また、その職員へは、必ずガイドブックを配布してください。 

④周囲の職員 

子どもが生まれる前後の連続休暇が取得できるよう職場で協力しましょう。「妻の出産補

助」休暇制度の利用を促し、完全取得ができるよう配慮しましょう。 

  

〈計画期間における取組予定〉 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

 

 

 

 

    

面談の実施 

制度構築・面談 

シート等作成 
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⑷ 育児休業等をしやすい環境の整備等 

 

◆ 出産した女性職員だけでなく、父親となった男性職員も育児休業をすることができます。ま

た、父親母親２人が同時に育児休業をすることも可能です。希望する職員が安心して休め

るよう職場環境を整えるとともに、職場全体でサポートする雰囲気づくりを心がけましょう。 

 

 

①父親・母親となる職員 

パートナーとコミュニケーションを図り、育児休業取得についての計画を立てましょう。業務

に支障が出ないように人員体制を整える必要があるため、育児休業を取得する職員は、で

きる限り早めに（遅くとも育児休業の１か月前までに）時期などを所属の管理監督職員に申し

出ましょう。（申請書は人事課の公開用フォルダにあります。） 

②管理監督職員 

代替職員の確保や、業務分担の見直し等を行い、職員が安心して育児休業をし、その間、

周囲の職員も気持ちよく職務に取り組むことができるよう配慮しましょう。 

③人事関係部課 

○ 育児休業等の取得にあたっての不安を解消するため、相談窓口の充実を図ります。相

談の流れや相談担当員を周知し、相談窓口にアクセスしやすい環境の整備を行いま

す。 

○ 育児休業をする職員の業務を円滑に処理するため、必要があれば、代替職員の配置等

人員配置について考慮します。また、育児休業に伴う代替職員の引継期間を考慮した

人員配置ができるよう検討していきます。 

○ 男性職員が僅かな期間でも育児休業をすることができるよう、ガイドブックの改定を行い、

積極的に制度の周知や環境の整備に努めます。 

④周囲の職員 

 育児休業等の取得を希望する職員が希望どおりに取得できるよう、業務分担の見直し等

にも協力しましょう。 

 

 〈計画期間における取組予定〉 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

 

 

 

 

 

    

相談窓口の充実 

代替職員の人員配置 
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⑸ 育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

 

◆育児休業中の職員は子育ての大変さと喜びを実感する一方、職場から離れていますの

で、孤独に感じていたり、「職場復帰してもついていけないのではないか」と不安になりがち

です。休業中の職員が不安なくスムーズに職務に復帰できるよう、適宜連絡を取り合うよ

うにしましょう。 

  

①育児休業中の職員 

期間の変更（延長、切り上げ）がある場合は、速やかに職場に連絡しましょう。また、復職

の１か月前には必ず職場に連絡し、できれば一度、職場に顔を出しましょう。復帰後の職務

等に不安があれば相談窓口にご連絡ください。また、「面談シート【女性用】」又は「育休復帰

支援面談シート（仮）【男性用】（以下「面談シート【男性用】」という。）」に基づき、休業前・休

業中・復帰後等それぞれの時期に、管理監督職員との面談を行い、スムーズに職務に復帰

できるよう相談しましょう。 

②管理監督職員及び周囲の職員 

育児休業中の職員に、電話やメールで連絡を取り合うよう心掛けましょう。また、育児休

業中であっても提出が必要な書類等については、必ず本人に送付し、提出するようにしてく

ださい。また、管理監督職員は、「面談シート【女性用】」又は「面談シート【男性用】」に基づ

き、休業前・休業中・復帰後等それぞれの時期に、面談を行い、スムーズに職務に復帰でき

るよう、制度の紹介や復帰後に必要な配慮等を行いましょう。 

③人事関係部課 

○ 育児休業中の職員が復帰する時に、スムーズに職務に復帰できるよう、職員から要望が

あるときは、総務部人事課において職場との調整を図ります。 

○ 希望する場合には育児休業中に自宅でスキルアップできるよう、E ラーニング等のメニュ

ーの紹介を行います。 

○ 育児休業中の職員が不安なくスムーズに職務に復帰できるよう、一般的に復帰時に必

要となる準備等について紹介するハンドブックを作成し、配布します。 

  

〈計画期間における取組予定〉 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

 

 

 

 

 

    

Ｅラーニングの紹介 

ハンドブックの配布 

ハンドブック

の作成 
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⑹ 子育てを行う女性職員の活躍促進に向けた取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

①人事関係部課 

○ ライフイベントを考慮したキャリアデザイン研修の実施などにより、職員の意識改革につな

がる取組を進めます。また、女性職員のネットワークづくりの一助として、意見交換会の場

の提供等を検討します。 

○ 昇任選考における女性職員の積極的な応募のための啓発活動を行います。 

②管理監督職員 

職員の状況、能力、適性等を見極めた上で、本人の意欲に応じた役割分担や業務量を

決定し、固定的な性別役割分担を排するよう努めましょう。 

 

〈計画期間における取組予定〉 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

 

 

    

 

⑺ 子育て中の職員の両立を支える取組 

 

◆子育て期は、保育所の送り迎えや子どもの急な発熱など、仕事と子育ての両立のために

最も大変な時期です。子どもが病気にかかった時は、親も子も不安いっぱいです。また、

保育園・学校行事、参観日、PTAなど親として果たさなければならない役割もあります。全

ての職員が、「仕事と子育ての両立」についての理解を深め、必要なときに休暇を気兼ね

なく取得できるよう、職場環境を整えましょう。 

 

 

◆育児休業取得率が男女間で大きな差が生じているなど、女性職員は男性職員に比

べ、出産・育児等のライフイベントがキャリアに大きな影響を与える状況にあります。 女

性が活躍し、男女問わず全ての職員が自分の能力を最大限に発揮できる環境をつくる

ことで、市政運営の円滑化、組織の活性化ひいては、市民サービスの向上を図ることが

できます。 

キャリアデザイン研修の実施 

選考における啓発 
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①子育て中の職員 

業務分担等を管理監督職員とともに検討し、職務に支障がないよう協力を仰ぐ必要があ

ります。また家庭内でも、子育てと仕事の両立について家族でよく話し合い協力しあうようにし

ましょう。 

②管理監督職員 

子育て中の職員がいる職場では、業務分担等について職場全体で検討し、協力体制をと

る必要があります。子どもの看護休暇等の特別休暇を理解し、突発的な病気の際には休暇

を希望通り取得できるよう、職場全体でサポートしましょう。また「育児短時間勤務」、「部分

休業」又は「時間外勤務の制限」を希望する職員が、希望通り勤務することができるように配

慮しましょう。 

③周囲の職員 

 介護を含め、自分も同じような立場になるかもしれません。「お互い様」という気持ちで、突

発的な休暇等にも対応できるよう、日頃から情報共有に努め、職場全体でサポートしましょ

う。 

④人事関係部課 

○ これから出産・子育てを行う職員、現在子育てを行っている職員の不安を解消するため、

仕事と子育てを両立している（してきた）先輩職員の体験談や出産、子育てに関する情

報提供を行います。 

○ 子育てに関する不安や悩みを相談できる場や子育て中の職員が情報交換できる場の

提供を検討していきます。 

○ 子育て中の職員の両立を支えるための新しい制度の導入に向け研究・検討していきま

す。 

 

 

〈計画期間における取組予定〉 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

 

 

 

 

 

    

 

 

機関紙等を通じた情報提供 

情報交換の場の提供 
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２ 全ての職員が活躍できる職場環境づくり  

  子子育育ててをを行行うう職職員員だだけけででななくく、、全全ててのの職職員員ががそそれれぞぞれれののラライイフフスステテーージジやや家家庭庭環環

境境ににああわわせせてて、、ワワーークク・・ラライイフフ・・ババラランンススをを実実現現ででききるる働働ききややすすいい環環境境をを整整ええるるここ

ととはは、、職職員員のの生生活活のの充充実実とと健健康康維維持持にによよるる意意欲欲・・能能力力のの発発揮揮をを促促しし、、市市民民ササーービビスス

のの維維持持・・向向上上ににつつななががるるももののでですす。。特特にに、、子子育育ててやや介介護護ななどどのの事事情情をを抱抱ええるる職職員員がが

ささららにに増増加加ししてていいくくここととがが予予測測さされれるる中中、、職職員員個個人人ははももととよよりり、、組組織織一一体体ととななっってて

意意識識改改革革をを図図りり、、働働きき方方のの見見直直ししをを行行うう必必要要ががあありりまますす。。ワワーークク・・ラライイフフ・・ババラランン

ススのの実実現現にに向向けけ、、取取組組をを進進めめまますす。。  

 

⑴ 時間外勤務の縮減 

 

◆必ずしも「時間外勤務をたくさんする職員＝仕事ができる職員」ではありません。日頃から

時間や労働力に対するコスト意識を持ち、業務の効率化や時間外勤務の縮減に取り組む

ことが重要です。また、積極的に自己啓発に励み、仕事の効率化を図るよう心がけましょ

う。 

 

 

①子育て中の職員 

パートナーや家族、上司や同僚と仕事と子育ての両立に向けてよく話し合いま 

しょう。家庭や子どもの状況はそれぞれ違います。必要があれば「時間外勤務の制限」等の

請求をすることができます。 

②人事関係部課 

○ 時間外勤務の事前命令等を徹底することにより時間外勤務の実態の把握に努めます。 

○ 職員の健康保持の観点から、時間外勤務が月100時間を超える職員や時間外勤務が

特に多い職場の所属長等にはヒアリングを行います。 

○ 全庁的な時間外勤務の縮減に向け、ノー残業デーの徹底及びノー残業デー推進月間

の導入等を行い、時間外勤務を減らす職場全体の雰囲気づくりを促進します。 

③管理監督職員 

〇 妊娠中の職員及び子育て中の職員に対しては、本人の希望に応じ、原則として、時間

外勤務を命じないこととし、“短時間勤務”、“部分休業”及び“時間外勤務の制限”を取

得している職員には、原則として、時間外勤務を命じないこととします。 

○ 時間外勤務を行うときは、上司の命令により行うことを徹底しましょう。 

○ 年間360時間を目安として、これを超える時間外勤務を行うことがないよう努めましょう。 

○ ノー残業デーは、やむを得ない場合を除いて、時間外勤務を命じないようにしましょう。ま

た管理監督職員が率先して定時に退庁するよう心がけましょう。 
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○ 時間外勤務の実態の把握に努め、時間外勤務の特に多い職員の状況把握に努めると

ともに、特定の職員に集中しないよう、常に事務の仕事配分に関し的確な指示を出し、

業務の平準化に努めましょう。 

○ 人事評価を行うにあたり、評価者は部課職員の時間外勤務を把握し、効率化や業務改

善に取り組む職務行動を評価することによって、業務改善の推進を図ってください。 

④全職員 

担当業務の必要性や実施方法等について再点検を心掛け、事務の簡素化・効率化のた

めの創意工夫を行いましょう。 

 

〈計画期間における取組予定〉 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

 

 

    

 

 

⑵ 年次有給休暇等の取得の促進 

 

◆ 一人ひとりの職員が家庭、地域、趣味を楽しむ等、充実したプライベートな

時間を確保できるよう年次有給休暇の取得を促進します。年次有給休暇を効

果的に取得し、心身ともにリフレッシュすることで仕事への意欲が高まりま

す。必要な休暇を安心して取得できるように、相互に応援できる体制を作り

ましょう。 

 

 【目標】 平成31年度の年次有給休暇の平均取得日数を１４日と 

      するよう努めます。 

 ※目標の数値は、国の「仕事と生活の調和推進のための行動指針」における数値目標を 

踏まえ、年間20日の年次有給休暇の70％としています。 

 

 

 

 

 

 

ノー残業デーの徹底及びノー残業デー推進月間の実施 
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①人事関係部課 

○ 年次有給休暇の取得促進が図られるよう「年次有給休暇計画表」及び「年次有給休暇

取得強化月間」等の導入を行います。 

○ 年次有給休暇等の取得率の低い職場の把握に努め、必要に応じ、取得率が低い職場

の所属長からヒアリングを行います。  

○ 有給休暇の取得を促すための通知を行い、取得推進の取組を紹介します。 

○ 業務遂行体制の工夫・見直しや職場の意識改革について啓発を行います。 

②管理監督職員 

○ 各所属で所属職員の「年次有給休暇計画表」を作成し、職員の勤務状況を定期的に把

握するとともに、所属における「年次有給休暇取得強化月間」を指定し、職員が計画的

に年次有給休暇を取得できるよう、職場の雰囲気づくりや意識改革を心がけましょう。 

○ 数値目標（前頁下段「平成31年度において平均取得日数14日」）を踏まえ、所属の平

均取得日数の数値目標を設定し、それを踏まえ個々の職員の勤務状況に応じ、個人目

標を設定するなど、所属単位での年次有給休暇の取得促進に努めてください。 

○ 業務遂行体制の見直しを常に行い、休暇を取得しやすい職場づくりに努めてください。 

③全職員 

○ 職場内の状況を見極めて、計画的に年次有給休暇を取得しましょう。また、課内会議で

も休暇の取得について話し合うなど職場全体で休暇を取得しやすい雰囲気づくりを行い、

自分が休むことだけでなく、周りの職員が休めるよう配慮しましょう。 

○ 職員が家族とのコミュニケーションを図る機会を増やすため、また、職員自身の心身のリ

フレッシュ及び自学の機会の拡大を図り、ひいては公務能率の増進を図るため，次の具

体例を参考にしながら、休暇の取得促進に努めましょう。 

・授業参観日 

・PTA活動 

・子育てに係る地域活動等  

・職員・その家族の誕生日や結婚記念日等の家族の記念日  

・国民の休日や夏季休暇とあわせた連続休暇 

・年１回以上、１週間以上の連続休暇 

・日が長い夏の期間に夕方を有意義に過ごす短時間の休暇 

・スキルアップのためのセミナー参加 

 

〈計画期間における取組予定〉 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

     

 

休暇の取得促進のための取組の実施・検討 


